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行っている再チャレンジ・成長力

底上げの政策を高く評価していま

す。施策の周知を徹底して、今後

もPDCAのサイクルで進めていっ

てほしいと思います。

企業に対しては、格差解消のた

めに取り組んでほしいことを、評

価（賃金）・教育・採用の３つにま

とめました。賃金に関しては、同

一労働同一賃金が基本になるべき

です。しかし現状では、正規・非正

規の処遇の違いが賃金格差になっ

てしまっています。教育に関して

も、正規・非正規を問わずOJT、

OFF-JTを実施していくべきです。

さらに、採用活動については、学

校名・年齢・履歴書だけで判断し

ない人物本位の採用を促進すべき

です。

私はつねづね、会社と個人はイ

コールパートナーの関係でなけれ

ばならないと思っています。経営

者の努力次第で解決できる格差問

題は多くあります。経営者は自分

の会社が社会的な存在としてでき

ることは何かを考え、実践してほ

しいと思っています。それによっ

て世の中が少しでも動いていくこ

とを願っています。

昨年以降、国民の一大関心事と

なった格差問題ですが、ひとつに

は言葉の問題が大きいと感じてい

ます。私自身、「格差」という言葉を

使うこと自体に違和感を持ってい

ます。確かにジニ係数などのデー

タを見てみると、格差が広がって

いるように見えます。しかし、こ

れは高齢化・小世帯化で説明でき

る範囲であり、実際の格差の広が

りよりも格差論議の広がりの方が

大きいのです。

格差とは、「本人がいくら努力し

ても越えられない壁」のようなも

のです。日本における格差は言う

なれば“意識・意欲”の壁であり、

その気になれば越えていくことが

できます。格差の本当の問題とは、

機会の平等が確保されないこと、

不公正があること、そして固定化

してしまうことです。

日本は永らく“同質的な社会”

とされてきましたが、グローバル

化やIT化の進展などによって、持

つ者と持たざる者の差が生まれて

います。それが国民の中にふくら

みつつある「自分はどちらなんだ

ろう」という不安であり、強い格

差“感”となっているのだと考え

ています。

格差“感”の払拭には、経済成

長による所得の底上げが大前提と

なります。政府には、生産性の低

いセクターについて規制を改革す

ること、公共セクターについて官か

ら民に開放すること、ベンチャー

支援を促進することが求められま

す。その点において、安倍政権の

格差“感”の蔓延に対し
混乱する議論を整理
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